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Ⅰ ＳＩＭロック解除の円滑な実施に関するガイドライン 

 

１ 趣旨 

携帯電話等の電気通信役務を提供する電気通信事業者が販売する端末では、販売

に係る債権保全の必要等から、「ＳＩＭ（Subscriber Identity Module）ロック」

と呼ばれる設定がなされ、当該端末を販売する事業者のネットワークを利用しない

事業者のＳＩＭカードを差し込んで使用することができなくなっているものがあ

る。 

これに対し、携帯電話番号ポータビリティを利用して役務契約を締結している事

業者を変更する際にこれまでの端末を引き続き使用したい、海外渡航時に渡航先の

携帯電話会社のＳＩＭカードを国内から持参した端末に差し込んで使用したいな

ど、携帯電話利用者の中にはＳＩＭロック解除に対する要望がある。 

ＳＩＭロック解除の円滑な実施に関するガイドライン（以下このⅠにおいて「本

ガイドライン」という。）は、ＳＩＭロック解除の円滑な実施に向けて、電気通信

事業法（昭和 59 年法律第 86 号）第 29 条の規定の考え方に照らし、基本的な考え

方及び事業者等がＳＩＭロックを解除する際に留意すべき事項を整理して示すも

のである。 

 

２ 用語の定義 

本ガイドラインにおいて使用する用語は、電気通信事業法、電気通信事業法施行

規則（昭和 60 年郵政省令第 25 号）及び電気通信事業報告規則（昭和 63 年郵政省

令第 46号）において使用する用語の例によるほか、以下のとおりとする。 

(1) 役務 

携帯電話、携帯電話・ＰＨＳアクセスサービス（ＰＨＳに係るものを除く。）、

三・九－四世代携帯電話アクセスサービス及び携帯電話に係る仮想移動電気通信

サービスをいう。 

(2) 事業者 

役務を提供する電気通信事業者をいう。 

(3) 端末 

事業者が販売する移動端末設備をいい、事業者が販売店等に販売し、販売店等

が利用者に販売するものを含む。 

(4) ＳＩＭカード 

事業者との間で役務の提供を内容とする契約を締結している者を特定するた

めの情報を記録した電磁的記録媒体をいう。 
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(5) ＳＩＭロック 

特定のＳＩＭカードが差し込まれた場合にのみ動作するよう設定された端末

上の制限をいう。 

(6) ＳＩＭロック解除 

あらかじめＳＩＭロックが設定された端末について、端末販売後にＳＩＭロッ

クの設定を無効化することをいう。 

 

３ ＳＩＭロック解除の円滑な実施に関する基本的な考え方 

ＳＩＭロックには、端末を変更せずに役務を提供する事業者を変更したり、海外

渡航時に現地国のＳＩＭカードに差し替えて利用するといった利用者の行為を妨

げ、その利便を損なう側面がある。また、端末のＳＩＭロックにより役務契約を変

更する際のスイッチングコストが押し上げられることは、役務の料金やサービス内

容の差別化による競争を阻害する要因になっている。さらに、新規顧客獲得の際の

多額のキャッシュバックの一因となることにより、頻繁に事業者・端末の変更を行

う利用者と長期利用者との間の不公平性も助長している。 

利用者（既に自社の役務契約を解約した利用者も含む。以下このⅠにおいて同じ。）

からＳＩＭロック解除の申出があったにもかかわらず事業者が正当な理由なくこ

れに応じないことにより、電気通信の健全な発達又は利用者の利益の確保に支障が

生じるおそれがあるときは、業務改善命令の要件（電気通信事業法第 29 条第１項

第 12号）に該当すると考えられる。 

したがって、事業者は、次に示す方法等により、利用者の求めに応じてＳＩＭロ

ックの解除に応じることが適当である。 

(1) 対象となる端末 

① 事業者は、原則として自らが販売した全ての端末についてＳＩＭロック解除

に応じるものとする。 

② ただし、ＳＩＭロック解除を行わないことが公正な競争又は利用者の利便の

確保に大きな支障とはならないと考えられるもの 1についてはこの限りでない。 

 

 

 

                         
1 汎用的に通話やデータ通信を行うための端末（現時点においては、いわゆるフィーチャーフォ

ン、スマートフォン、タブレット、モバイルルーター及びＵＳＢモデムが該当する。）以外の端

末、技術的にＳＩＭロック解除が困難な端末及び特定の事業者の通信方式・周波数のみに対応し

ている端末等を想定している。 



3 

(2) ＳＩＭロック解除に関する手続 

① 事業者は、可能な場合には利用者がインターネットや電話により手続を行え

るようにするなど、迅速かつ容易な方法により、無料で 2ＳＩＭロックの解除

を行うものとする。 

② ただし、端末の割賦代金等を支払わない行為又は端末の詐取を目的とした役

務契約その他の不適切な行為を防止するために、事業者が最低限必要な期間は

ＳＩＭロック解除に応じないことなど必要最小限の措置を講ずることを妨げ

るものではない。 

③ ②の最低限必要な期間は、端末代金の支払が少なくとも１回確認できる期間

を考慮し、100 日程度を超えない期間とする。ただし、端末代金が一括して支

払われた場合 3には、事業者が当該支払を確認できるまでの期間とする。 

④ 電気通信回線設備を設置して携帯電話の電気通信役務を提供する電気通信

事業者において、当該電気通信回線設備と接続し、又は当該電気通信事業者か

ら卸電気通信役務の提供を受けて提供される仮想移動電気通信サービスにお

ける端末の利用を制限するＳＩＭロックを設定することは、②の必要最小限の

措置には該当しない 4。 

(3) ＳＩＭロック解除の運用方針の策定 

事業者は、ＳＩＭロック解除の対象となる端末及び手続等を定めた運用方針を

あらかじめ定め、公表するものとする。 

 

４ ＳＩＭロック解除に当たり留意すべき事項 

(1) 利用者への説明 

事業者は、端末の販売時、役務契約の解約時、持込端末による役務契約の締結

時及びＳＩＭロック解除時においては、次の事項について、店頭での説明、パン

フレットやホームページへの掲載等により利用者が理解できるよう努めるもの

とする。 

 

                         
2 事業者が無料でＳＩＭロック解除可能な代替手続を設けているにもかかわらず、利用者の選択

により店舗等での解除を行う場合には、事務手数料を請求することを妨げるものではない。また、

既に自社の役務契約を解約した利用者について、店舗での解除を行う場合には、事務手数料を請

求することを妨げるものではない。 
3 役務の継続利用を条件として事業者が端末の購入代金の割引を行う場合を除く。 
4 電気通信回線設備を設置して携帯電話の電気通信役務を提供する電気通信事業者は、代金債務

の履行がなされていない端末について、ネットワーク側で利用を制限する措置を行っており、当

該措置により、仮想移動電気通信サービスにおける当該端末の利用も制限していることから、当

該措置に加えて当該仮想移動電気通信サービスにおける端末の利用を制限するＳＩＭロックを

設定することは、過度な措置である。 
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ａ）端末の販売時 

① 当該端末がＳＩＭロック解除に対応する端末であるか否か 

② ＳＩＭロック解除に係る条件及び手続 

③ 他の事業者のＳＩＭカードが差し込まれた場合に、通信サービス、アプリ

ケーション等の利用の全部又は一部が制限される可能性が存在すること 

④ 当該端末が対応している周波数帯及び通信方式 

ｂ）役務契約の解約時 

① ３の方法等に従い、ＳＩＭロック解除に応じること 

② ＳＩＭロック解除に係る条件及び手続 

ｃ）持込端末による役務契約の締結時 

使用される端末によっては、自社の提供するＳＩＭカードが差し込まれたと

きに、通信サービス、アプリケーション等の利用の全部又は一部が制限される

可能性が存在すること 

ｄ）ＳＩＭロック解除時 

① ＳＩＭロック解除に係る条件及び手続 

② 他の事業者のＳＩＭカードが差し込まれたときに、通信サービス、アプリ

ケーション等の利用の全部又は一部が制限される可能性が存在すること 

③ ＳＩＭロック解除した端末の故障・修理等に関する問合せ窓口 

(2) ＳＩＭロック解除した端末に関する利用者の問合せ窓口等の明確化 

ＳＩＭロック解除した端末が故障した際等に利用者への対応が適切に行われ

るよう、端末を販売する事業者は、端末製造者等とあらかじめ協議し、ＳＩＭロ

ック解除した端末に関する利用者の問合せ窓口等を明確にすることが適当であ

る。 

(3) 技術基準適合性の確認等 

事業者は、利用者がＳＩＭカードの差し替えにより技術基準等に適合しない端

末を使用することのないよう、端末の技術基準適合性の確認について適切な措置

を講ずることが必要である。 

 

５ その他 

ＳＩＭロック解除した端末はできる限り自由に利用できるようにすることが望

ましいことから、事業者は端末に設定されたＳＩＭロック以外の機能制限について

も、ＳＩＭロックが解除された場合は併せて解除できるよう努めることが適当であ

る。 

 

６ 本ガイドラインの適用等 

(1) 本ガイドラインは、平成 27 年５月１日以降新たに発売される端末について適
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用する。ただし、４(1)ｂ）の規定は平成 29 年５月１日から、３(2)③本文の規

定は平成29年８月１日から、３(2)③ただし書の規定は平成29年12月１日から、

３(2)④の規定は平成29年８月１日以降新たに発売される端末について適用する。 

(2) ＳＩＭロック解除に関するガイドライン（平成 22年６月策定）は、廃止する。 

(3) 平成 27年４月 30日以前に発売された端末については、ＳＩＭロック解除に関

するガイドライン（平成 22 年６月策定、平成 26 年 12 月改正前のもの）の規定

を適用するものとする。 

(4) 総務省は、本ガイドラインの適用後の状況を踏まえ、必要に応じ本ガイドライ

ンを見直すとともに、所要の対応を行う。
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Ⅱ スマートフォンの端末購入補助の適正化に関するガイドライン 

 

１ 趣旨 

近年、携帯電話事業者が販売する端末が共通化するとともに特にスマートフォン

の価格が高額となり、携帯電話番号ポータビリティ（以下このⅡにおいて「ＭＮＰ」

という。）等により端末を購入する利用者のための電気通信役務の料金又は端末購

入代金の高額な割引等が行われている。 

スマートフォンと通信契約の販売とが一体的に行われ、様々な割引等が提供され

る結果、利用者にとっては端末価格や通信料金の負担について正確に理解すること

が困難になっている。 

高額な割引等は、通信料金の高止まりの原因となるとの指摘があるとともに、端

末購入を条件とした割引等を受けない利用者との公平性の観点やＭＶＮＯ（電波の

割当てを受けた事業者から無線ネットワークを借りてサービスを提供する事業者

をいう。）の新規参入・成長を阻害する点からも問題があると考えられる。 

このため、携帯電話事業者は、スマートフォンについて、ライトユーザや割引等

を受けない長期利用者等の多様なニーズに対応した料金プランの導入等により、利

用者の料金負担の軽減を図るとともに、スマートフォンの端末購入補助の適正化に

関するガイドライン（以下このⅡにおいて「本ガイドライン」という。）に沿って、

端末購入を条件とした割引等の適正化に取り組むことが求められる。 

 

２ 用語の定義 

本ガイドラインにおいて使用する用語は、電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86

号）、電気通信事業法施行規則（昭和 60 年郵政省令第 25 号）及び電気通信事業報

告規則（昭和 63年郵政省令第 46号）において使用する用語の例によるほか、以下

のとおりとする。 

(1) 事業者 

電気通信回線設備を設置して携帯電話の電気通信役務を提供する電気通信事

業者をいう。 

(2) スマートフォン 

タッチスクリーン（映像面を有する入出力装置であり、当該映像面に利用者が

触れることで入力するものをいう。）を有する移動端末設備であって、電気通信

番号規則（平成９年郵政省令第 82 号）第９条第１項第３号に規定する電気通信

番号を用いた音声伝送役務による通話及び三・九－四世代携帯電話アクセスサー

ビスによるインターネットの利用を可能とする機能を有するものをいう。 
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(3) 端末購入補助 

スマートフォンの購入を条件として 1事業者が利用者に対して提供する携帯電

話の電気通信役務の料金又はスマートフォンの購入代金の割引 2（当該電気通信

役務と併せて提供される役務の料金や物品の購入代金の割引を含む。）及び金銭

その他の物品又は役務の代価とすることができる経済上の利益 3並びに販売店に

よるスマートフォンの販売に応じて事業者が販売店に対して支払う金銭 4をい

う 5。 

 

３ 端末購入補助の適正化に関する基本的な考え方 

事業者は、スマートフォンを購入する利用者には、端末を購入しない利用者との

間で著しい不公平を生じないよう、端末の調達費用及び関連下取り等価格 6に照ら

し、合理的な額の負担 7を求めることが適当である。 

このため、事業者は、契約種別（ＭＮＰ、新規契約又は機種変更等の別をいう。）

や端末機種によって著しく異なる端末購入補助 8の是正等により、利用者の負担が

                         
1 端末の購入を条件としない場合であっても、ＭＮＰによる通信契約の締結を条件とする場合（端

末の購入を伴わないＳＩＭのみの通信契約の締結を条件とする場合を除く。）については、スマ

ートフォンの購入を条件とするものとみなす。 
2 スマートフォンの購入を条件とした月々の利用可能データ通信量の増量については、データ通

信量の増量を受けた後のデータ通信量を利用する場合に要する最も低廉な料金額との差額を、端

末購入補助に含むものとする。 
3 スマートフォンの購入を条件として、事業者が利用者に対して提供する、キャッシュバックな

どの金銭のほか、商品券、ポイント等、利用者が自らの選択により物品又は役務の代価として用

いることができる経済上の利益が対象となる。事業者が提供するノベルティ等の物品の提供は含

まれない。 
4 スマートフォンの販売に応じて支払うものでなくても、ＭＮＰによる通信契約の締結に応じて

支払うもの（端末の購入を伴わないＳＩＭのみの通信契約の締結に応じて支払うものを除く。）

であって、次に該当するものについては、スマートフォンの販売に応じて支払うものとみなす。 

① 連続する１月未満の期間に限定して増額するもの。 

② 終期を定めずに増額するものであって、１月未満の期間で終了又は変更できることとなって

いるもの。 
5 以下については、含まないものとする。 

① 端末の引取りを条件としたスマートフォンの購入代金の割引等（当該引取りに係る端末の中

古市場における一般的な買取価格を著しく超える場合は、当該一般的な買取価格を超える部分

を除く。） 

② 一定の年齢以上又は以下のいずれかを条件として、期限の定めがなく継続的に提供される割

引等 
6 当該端末の販売開始のおおむね２年前に販売が開始された同一製造事業者の先行同型機種につ

いて事業者が設定する下取りその他の買取りの価格をいう。 
7 スマートフォンを購入する利用者に求める負担が関連下取り等価格を下回る場合は、合理的な

額の負担とはいえない。 
8 ＭＮＰにより端末を購入する場合の端末購入補助について、他事業者において機種変更する場

合の補助と比較して、事業者の乗換えに伴って発生するスイッチングコスト（解除料、転出手数

料及び新規契約事務手数料）相当額の補助の上乗せを行うことはあり得ると考えられる。この点

を踏まえて、スマートフォンの購入に係る利用者の負担を全般的に合理的なものにするために、
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合理的な額となるよう端末購入補助を縮小するものとする 9。 

ただし、事業者は、端末の販売状況等を踏まえて在庫の端末の円滑な販売を図る

ことが必要な場合 10、携帯電話の通信方式の変更 11若しくは周波数帯の移行を伴う

場合又は廉価端末 12の場合には、スマートフォンの価格 13に相当するような行き過

ぎた額とならない範囲で、端末購入補助を行うことができる 14。 

 

４ 総務省によるフォローアップ等 

(1) 総務省は、事業者から端末購入補助の適正化の取組状況について定期的に報告

を求め、各事業者の取組の進捗について、フォローアップを行う。また、外部か

らの情報提供窓口の設置や店頭等における端末販売の実態調査の実施を通じて、

上記の基本的な考え方に沿った端末購入補助の適正化が行われているかについ

て随時検証を行うものとする。 

(2) 総務省は、(1)の取組による結果を踏まえ、必要があると認めるときは、事業

者に対して具体的な報告を求めるとともに、正当な理由なく本ガイドラインに沿

った取組が適正に行われず、利用者間の著しい不公平を維持・拡大するなど電気

通信の健全な発達に支障が生ずるおそれがあるときには、電気通信事業法第 29

条に基づく業務改善命令の発動を検討するものとする。 

 

５ 本ガイドラインの適用等 

(1) 本ガイドラインは、平成 29 年２月１日から適用する。ただし、３の関連下取

り等価格に関する規定（脚注６及び脚注７を含む。）は、平成 29年６月１日以降

                                                                             
機種変更に係る端末購入補助の水準についても速やかに是正する必要がある。 

9 このほか、電気通信役務の料金プランにかかわらず一定となっている端末購入補助を見直すこ

とも考えられる。 
10 店頭における端末の販売状況から値引き等を行わなければ在庫の端末の解消が見込めず、追加

の調達を行う予定もない場合等が該当する。総務省は、事業者に対し、対象とする端末の機種及

びその理由について説明を求めるものとする。 
11 事業者の変更を伴う場合を含む。 
12 事業者が直接利用者に販売する場合における小売価格又は事業者が販売店に卸売する場合にお

ける卸売価格が税抜 30,000 円以下の端末とする。ただし、当該小売価格又は卸売価格が調達費

用を下回る場合には該当しない。 
13 事業者が直接利用者に販売する場合においては小売価格、事業者が販売店に卸売する場合にお

いては卸売価格をいう。 
14 本ガイドラインの脚注 11 の場合においては、事業者が、変更前の事業者の契約における電気通

信番号に係る通信方式が異なるものであることを確認できる請求書等の書面又は電磁的記録の

表示を確認し、当該書面又は電磁的記録の表示を記録又は保存する場合に限る。また、事業者の

乗換えに伴って発生する期間拘束契約に係る解除料及び転出手数料の相当額（実費によらない場

合は、通常発生すると見込まれる額の平均を勘案し、税抜 10,000円を上限とする。）の補助であ

ることを明確にして事業者が利用者に対して提供する、携帯電話の電気通信役務の料金又はスマ

ートフォンの購入代金の割引及び金銭その他の物品又は役務の代価とすることができる経済上

の利益については、端末購入補助に含まないものとする。 
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新たに発売されるスマートフォンについて適用する。 

(2) スマートフォンの端末購入補助の適正化に関するガイドライン（平成 28 年３

月 25日策定）は、平成 29年１月 31日限り廃止する。 

(3) 総務省は、本ガイドラインの適用後の端末購入補助の是正の状況や端末の流通

への影響等も踏まえ、必要に応じ本ガイドラインを見直すものとする。 

(4) 総務省は、ＭＶＮＯが不適正な端末購入補助を行い、利用者間の著しい不公平

や他のＭＶＮＯの新規参入・成長の阻害を招くおそれがないかを注視し、必要に

応じ本ガイドラインの適用範囲について検討するものとする。 

(5) 電気通信事業報告規則様式第 23 の４の用語の解釈については、本ガイドライ

ンの脚注１から脚注３まで及び脚注５の例による。この場合において、「スマー

トフォン」とあるのは、「移動端末設備」と読み替えるものとする。 
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○モバイルサービスの提供条件・端末に関する指針（案） 新旧対照条文 

新ガイドライン案 現行ガイドライン 

 

モバイルサービスの提供条件・端末に関する指針 

 

 

Ⅰ ＳＩＭロック解除 の円滑な実施 に関するガイドライン 

 

ＳＩＭロック解除に関するガイドライン 

 

１ 趣旨 

携帯電話等の電気通信役務を提供する電気通信事業者が販売する端末で

は、販売に係る債権保全の必要等から、「ＳＩＭ（Subscriber Identity 

Module）ロック」と呼ばれる設定がなされ、当該端末を販売する事業者の

ネットワークを利用しない事業者のＳＩＭカードを差し込んで使用するこ

とができなくなっている ものがある。 

これに対し、携帯電話番号ポータビリティを利用して役務契約を締結し

ている事業者を変更する際にこれまでの端末を引き続き使用したい、海外

渡航時に渡航先の携帯電話会社のＳＩＭカードを国内から持参した端末に

差し込んで使用したいなど、携帯電話利用者の中にはＳＩＭロック解除に

対する要望が ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 経緯及び目的 

我が国では、現在、携帯電話等の電気通信役務を提供する電気通信事業

者が販売する端末は、基本的に「ＳＩＭ（Subscriber Identity Module）

ロック」と呼ばれる設定がなされ、当該端末を販売する事業者のネットワ

ークを利用しない事業者のＳＩＭカードを差し込んで使用することができ

なくなっている。 

これに対し、海外渡航時に渡航先の携帯電話会社のＳＩＭカードを国内

から持参した端末に差し込んで使用したい、携帯電話番号ポータビリティ

を利用して役務契約を締結している事業者を変更する際にこれまでの端末

を使用したい など、携帯電話利用者 （以下「利用者」という。）の中には

ＳＩＭロック解除に対する要望が 存在した。 

こうした要望を踏まえて検討した結果、ＳＩＭロックが解除された端末

に他事業者のＳＩＭカードを差し込んだとしても通信方式、周波数、プラ

ットフォームの仕様等の違いが大きい等の問題があったことから、平成 22

年に「ＳＩＭロック解除に関するガイドライン」を策定し、事業者の自主

的な取組によるＳＩＭロック解除の実施を求めた。 

しかし、これまでのところ事業者によるＳＩＭロック解除の取組は限定

的である。また、ＳＩＭロックは利用者利便を阻害するだけでなく、他事

業者のサービスへのスイッチングコストの増加や新規顧客獲得の際の多額

のキャッシュバックの一因にもなっているとの指摘 1がなされている。 

他方、近年のＬＴＥやスマートフォンの普及といったモバイル通信市場
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ＳＩＭロック解除の円滑な実施に関するガイドライン（以下このⅠにお

いて「本ガイドライン」という。）は、ＳＩＭロック解除 の円滑な実施に

向けて、電気通信事業法（昭和 59年法律第 86号）第 29条の規定の考え方

に照らし、基本的な考え方及び事業者等がＳＩＭロックを解除する際に留

意すべき事項を整理して示すものである。 

 

の環境変化によって、事業者間の通信方式や端末の仕様等の共通化が進み

つつある。 

以上を踏まえ、本ガイドライン は、ＳＩＭロック解除 に関する 基本的

な考え方及び 具体的な運用方針並びに 事業者等がＳＩＭロックを解除す

る際に留意すべき と考えられる 事項を 改めて 整理して示すものである。 

 

２ 用語の定義 

本ガイドラインにおいて 使用する用語は、電気通信事業法、電気通信事

業法施行規則（昭和 60年郵政省令第 25号）及び電気通信事業報告規則（昭

和 63 年郵政省令第 46 号）において使用する用語の例によるほか、以下の

とおりとする。 

(1) 役務 

携帯電話、携帯電話・ＰＨＳアクセスサービス（ＰＨＳに係るものを

除く。）、三・九－四世代携帯電話アクセスサービス及び携帯電話に係る

仮想移動電気通信サービスをいう。 

(2) 事業者 

役務を提供する電気通信事業者をいう。 

(3) 端末 

事業者が販売する移動端末設備をいい、事業者が販売店等に販売し、

販売店等が利用者に販売するものを含む。 

(4) ＳＩＭカード 

事業者との間で役務の提供を内容とする契約を締結している者を特定

するための情報を記録した電磁的記録媒体をいう。 

 

(5) ＳＩＭロック 

特定のＳＩＭカードが差し込まれた場合にのみ動作するよう設定され

２ 用語の定義 

本ガイドラインにおいて は、以下のとおり定義する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) ＳＩＭカード 

携帯電話等の電気通信役務を提供する電気通信 事業者との間で 当該

役務の提供を内容とする契約を締結している者を特定するための情報を

記録した電磁的記録媒体をいう。 

(2) ＳＩＭロック 

特定のＳＩＭカードが差し込まれた場合にのみ動作するよう設定され
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た 端末 上の制限をいう。 

(6) ＳＩＭロック解除 

あらかじめＳＩＭロックが設定された端末について、端末販売後にＳ

ＩＭロックの設定を無効化することをいう。 

た 移動端末設備 上の制限をいう。 

(3) ＳＩＭロック解除 

あらかじめＳＩＭロックが設定された端末について、端末販売後にＳ

ＩＭロックの設定を無効化することをいう。 

(4) 役務 

携帯電話等（携帯電話、携帯電話アクセスサービス、3.9 世代携帯電

話アクセスサービス、携帯電話に係る仮想移動電気通信サービス）に係

る電気通信役務をいう。 

(5) 事業者 

携帯電話等の役務を提供する電気通信事業者をいう。 

(6) 端末 

事業者が販売する移動端末設備をいい、事業者が販売店等に販売し、

販売店等が利用者に販売するものを含む。 

 

３ ＳＩＭロック解除の円滑な実施に関する 基本的な考え方 

 

 

 

 

ＳＩＭロックには、端末を変更せずに役務を提供する事業者を変更した

り、海外渡航時に現地国のＳＩＭカードに差し替えて利用するといった利

用者の行為を妨げ、その利便を損なう 側面がある。また、端末のＳＩＭロ

ックにより役務契約を変更する際のスイッチングコストが押し上げられる

ことは、役務の料金やサービス内容の差別化による競争を阻害する要因に

なっている。さらに、新規顧客獲得の際の多額のキャッシュバックの一因

となることにより、頻繁に事業者・端末の変更を行う利用者と長期利用者

との間の不公平性も助長している。 

 

３ 基本的な考え方 

電気通信事業法（昭和 59 年 12 月 25 日法律第 86 号）第 29 条第１項第

12号は、電気通信事業者の事業の運営が適正かつ合理的でないため、電気

通信の健全な発達又は国民の利便の確保に支障が生ずるおそれがあるとき

に業務改善命令を発動可能としている。 

ＳＩＭロックは、端末を変更せずに役務を提供する事業者を変更したり、

海外渡航時に現地国のＳＩＭカードに差し替えて利用するといった利用者

の行為を妨げ、その利便を損なう ものであると言える。また、端末のＳＩ

Ｍロックにより役務契約を変更する際のスイッチングコストが押し上げら

れることは、役務の料金やサービス内容の差別化による競争を阻害する要

因になっている 2。さらに、新規顧客獲得の際の多額のキャッシュバックの

一因となることにより、頻繁に事業者・端末の変更を行う利用者と長期利

用者との間の不公平性も助長している。 

他方、事業者からは、ＳＩＭロックを設定しない場合の懸念点として、
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利用者（既に自社の役務契約を解約した利用者も含む。以下 このⅠにお

いて 同じ。）からＳＩＭロック解除の 申出 があったにもかかわらず事業者

が正当な理由なくこれに応じないことにより、電気通信の健全な発達又は

利用者の利益の確保に支障が生じるおそれがあるときは、業務改善命令の

要件（電気通信事業法第 29条第１項第 12号）に該当すると考えられる。 

 

したがって、事業者は、次に示す方法等により、利用者の求めに応じて

①端末が必ずしも他の事業者のサービスに十分対応していない点について

利用者に混乱が生じるおそれがあること、②ＳＩＭロックを設定した場合

と比較して販売促進費を抑制せざるを得ないことにより、端末の価格が現

状よりも高くなるおそれがあること、③端末・通信サービスについて事業

者独自のブランド戦略を進めるインセンティブが失われるおそれがあるこ

とが挙げられている。 

しかしながら、上記①については、利用者に対し適切な説明をした上で

その選択に委ねることが適当であると考えられる。②については、端末の

価格相当分が毎月の通信料から割り引かれることが一般的な状況において

は、利用者にとって大きな問題にならないと考えられる。なお、端末購入

時のキャッシュバックの多寡との関係とすれば、まさに行き過ぎた多額の

キャッシュバックについては利用者間の公平性や公正競争の観点から問題

であるとの指摘があったものであり、ＳＩＭロック解除によりこれに対し

一定の抑制効果があることはむしろ望ましいと考えられる。③については、

事業者独自のブランド戦略は、ＳＩＭロックという手段で利用者を強制的

に囲い込むことによってではなく、端末の魅力を最大限引き出す通信サー

ビスの開発・提供によって進めるべきものと考えられる。このように、い

ずれの懸念点についてもＳＩＭロック解除に応じないことの適正性・合理

性の根拠とは認められない。さらに、従来ＳＩＭロック解除に関する問題

点として指摘されてきた通信方式や端末の仕様の相違等については小さく

なりつつある。 

以上を踏まえると、利用者（既に自社の役務契約を解約した利用者も含

む。以下同じ。）からＳＩＭロック解除の 申し出 があったにもかかわらず

事業者が正当な理由なくこれに応じないことにより、電気通信の健全な発

達又は利用者の利益の確保に支障が生じるおそれがあるときは、業務改善

命令の要件（電気通信事業法第 29 条第１項第 12 号）に該当すると考えら

れる。 

したがって、事業者は、次項に示す方法により、利用者の求めに応じて
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ＳＩＭロックの解除に応じることが適当である。 

 

 

(1) 対象となる端末 

① 事業者は、原則として自らが販売した全ての端末についてＳＩＭロ

ック解除に応じるものとする。 

② ただし、ＳＩＭロック解除を行わないことが公正な競争又は利用者

の利便の確保に大きな支障とはならないと考えられるもの 1について

はこの限りでない。 

(2) ＳＩＭロック解除に関する手続 

① 事業者は、可能な場合には利用者がインターネットや電話により手

続を行えるようにするなど、迅速かつ容易な方法により、無料で 2ＳＩ

Ｍロックの解除を行うものとする。 

② ただし、端末の割賦代金等を支払わない行為又は端末の 詐取 を目的

とした役務契約その他の不適切な行為を防止するために、事業者が最

低限必要な期間はＳＩＭロック解除に応じないことなど必要最小限の

措置を 講ずる ことを妨げるものではない。 

③ ②の最低限必要な期間は、端末代金の支払が少なくとも１回確認で

きる期間を考慮し、100 日程度を超えない期間とする。ただし、端末

代金が一括して支払われた場合 3には、事業者が当該支払を確認できる

までの期間とする。 

④ 電気通信回線設備を設置して携帯電話の電気通信役務を提供する電

気通信事業者において、当該電気通信回線設備と接続し、又は当該電

気通信事業者から卸電気通信役務の提供を受けて提供される仮想移動

電気通信サービスにおける端末の利用を制限するＳＩＭロックを設定

することは、②の必要最小限の措置には該当しない 4。 

(3) ＳＩＭロック解除の運用方針の策定 

事業者は、ＳＩＭロック解除の対象となる端末及び手続等を定めた運

ＳＩＭロックの解除に応じることが適当である。 

 

４ 具体的なＳＩＭロック解除の方法等 

(1) 対象となる端末 

① 事業者は、原則として自らが販売した全ての端末についてＳＩＭロ

ック解除に応じるものとする。 

② ただし、ＳＩＭロック解除を行わないことが公正な競争又は利用者

の利便の確保に大きな支障とはならないと考えられるもの 3について

はこの限りでない。 

(2) ＳＩＭロック解除に関する手続 

① 事業者は、可能な場合には利用者がインターネットや電話により手

続を行えるようにするなど、迅速かつ容易な方法により、無料で 4ＳＩ

Ｍロックの解除を行うものとする。 

② ただし、端末の割賦代金等を支払わない行為又は端末の 入手のみ

を目的とした役務契約その他の不適切な行為を防止するために、事業

者が最低限必要な期間はＳＩＭロック解除に応じないことなど必要最

小限の措置を 講じる ことを妨げるものではない 5。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ＳＩＭロック解除の運用方針の策定 

事業者は、ＳＩＭロック解除の対象となる端末及び手続等を定めた運
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用方針をあらかじめ定め、公表するものとする。 

 

用方針をあらかじめ定め、公表するものとする。 

４ ＳＩＭロック解除に当たり留意すべき事項 

(1) 利用者への説明 

事業者は、端末の販売時、役務契約の解約時、持込端末による役務契

約の締結時及びＳＩＭロック解除時においては、次の事項について、店

頭での説明、パンフレットやホームページへの掲載等により利用者が理

解できるよう努める ものとする。 

ａ）端末の販売時 

① 当該端末がＳＩＭロック解除に対応する端末であるか否か 

② ＳＩＭロック解除に係る条件及び手続 

③ 他の事業者のＳＩＭカードが差し込まれた場合に、通信サービス、

アプリケーション等の利用の全部又は一部が制限される可能性が存

在すること 

④ 当該端末が対応している周波数帯及び通信方式 

ｂ）役務契約の解約時 

① ３の方法等に従い、ＳＩＭロック解除に応じること 

② ＳＩＭロック解除に係る条件及び手続 

 

 

 

 

 

 

ｃ）持込端末による 役務契約の締結時 

使用される端末によっては、自社の提供するＳＩＭカードが差し込

まれたときに、通信サービス、アプリケーション等の利用の全部又は

一部が制限される可能性が存在すること 

５ ＳＩＭロック解除に当たり留意すべき事項 

(1) 利用者への説明 

事業者は、端末の販売時、ＳＩＭロック解除時 及び役務提供に関する

契約締結時 においては 、特に 、次の事項について、店頭での説明、パ

ンフレットやホームページへの掲載等により利用者が理解できるよう努

める ことが適当である。 

ａ）端末の販売時 

① 当該端末がＳＩＭロック解除に対応する端末であるか否か 

② ＳＩＭロック解除に係る条件及び手続 

③ 他の事業者のＳＩＭカードが差し込まれた場合に、通信サービス、

アプリケーション等の利用の全部又は一部が制限される可能性が存

在すること 

④ 当該端末が対応している周波数帯及び通信方式 

 

 

 

ｂ）ＳＩＭロック解除時 

① ＳＩＭロック解除に係る条件及び手続 

② 他の事業者のＳＩＭカードが差し込まれたときに、通信サービス、

アプリケーション等の利用の全部又は一部が制限される可能性が存

在すること 

③ ＳＩＭロック解除した端末の故障・修理等に関する問合せ窓口 

ｃ）役務契約の締結時 

使用される端末によっては、自社の提供するＳＩＭカードが差し込

まれたときに、通信サービス、アプリケーション等の利用の全部又は

一部が制限される可能性が存在すること 
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ｄ）ＳＩＭロック解除時 

① ＳＩＭロック解除に係る条件及び手続 

② 他の事業者のＳＩＭカードが差し込まれたときに、通信サービス、

アプリケーション等の利用の全部又は一部が制限される可能性が存

在すること 

③ ＳＩＭロック解除した端末の故障・修理等に関する問合せ窓口 

(2) ＳＩＭロック解除した端末に関する利用者の問合せ窓口等の明確化 

ＳＩＭロック解除した端末が故障した際等に利用者への対応が適切に

行われるよう、端末を販売する事業者は、端末製造者等とあらかじめ協

議し、ＳＩＭロック解除した端末に関する利用者の問合せ窓口等を明確

にすることが適当である。 

(3) 技術基準適合性の確認等 

事業者は、利用者がＳＩＭカードの差し替えにより技術基準等に適合

しない端末を使用することのないよう、端末の技術基準適合性の確認に

ついて適切な措置を 講ずる ことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) ＳＩＭロック解除した端末に関する利用者の問合せ窓口等の明確化 

ＳＩＭロック解除した端末が故障した際等に利用者への対応が適切に

行われるよう、端末を販売する事業者は、端末製造者等とあらかじめ協

議し、ＳＩＭロック解除した端末に関する利用者の問合せ窓口等を明確

にすることが適当である。 

(3) 技術基準適合性の確認等 

事業者は、利用者がＳＩＭカードの差し替えにより技術基準等に適合

しない端末を使用することのないよう、端末の技術基準適合性の確認に

ついて適切な措置を 講じる ことが必要である。 

５ その他 

ＳＩＭロック解除した端末はできる限り自由に利用できるようにするこ

とが望ましいことから、事業者は端末に設定されたＳＩＭロック以外の機

能制限についても、ＳＩＭロックが解除された場合は併せて解除できるよ

う努めることが適当である。 

 

６ その他 

ＳＩＭロック解除した端末はできる限り自由に利用できるようにするこ

とが望ましいことから、事業者は端末に設定されたＳＩＭロック以外の機

能制限についても、ＳＩＭロックが解除された場合は併せて解除できるよ

う努めることが適当である。 

６ 本ガイドラインの適用等 

(1) 本ガイドラインは、平成 27年５月１日以降新たに発売される端末につ

いて適用する。ただし、４(1)ｂ）の規定は平成 29 年５月１日から、３

(2)③本文の規定は平成 29 年８月１日から、３(2)③ただし書の規定は平

成 29 年 12 月１日から、３(2)④の規定は平成 29 年８月１日以降新たに

発売される端末について適用する。 

７ 本ガイドラインの適用等 

(1) 本ガイドラインは、平成 27年５月１日以降新たに発売される端末につ

いて適用する。なお、それ以前に発売された端末については、平成 26

年 12 月改正前のガイドラインの趣旨に沿って適切に対応することが適

当である。 
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(2) ＳＩＭロック解除に関するガイドライン（平成 22年６月策定）は、廃

止する。 

(3) 平成 27 年４月 30 日以前に発売された端末については、ＳＩＭロック

解除に関するガイドライン（平成 22 年６月策定、平成 26年 12月改正前

のもの）の規定を適用するものとする。 

(4) 総務省は、本ガイドラインの適用後の状況を踏まえ、必要に応じ本ガ

イドラインを見直すとともに、所要の対応を行う。 

 

 

 

 

 

 

(2) 総務省は、本ガイドラインの適用後の状況を踏まえ、必要に応じ本ガ

イドラインを見直すとともに、所要の対応を行う。 

―――――――――――――――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 汎用的に通話やデータ通信を行うための端末（現時点においては、いわゆ

るフィーチャーフォン、スマートフォン、タブレット、モバイルルーター及

びＵＳＢモデムが該当する。）以外の端末、技術的にＳＩＭロック解除が困

難な端末及び特定の事業者の通信方式・周波数のみに対応している端末等を

想定している。 
2 事業者が無料で ＳＩＭロック解除可能な代替手続を設けているにもかかわ

らず、利用者の選択により店舗等での解除を行う場合には、事務手数料を請

求することを妨げるものではない。また、既に自社の役務契約を解約した利

用者について、店舗での解除を行う場合には、事務手数料を請求することを

妨げるものではない。 

―――――――――――――――――――― 
1 「ＩＣＴサービス安心・安全研究会 消費者保護ルールの見直し・充実に

関するＷＧ アドホック会合」第２回における議論。 
2 スイッチングコストについて、総務省「電気通信事業分野における競争状

況の評価に関する基本方針（2012年２月）」において、サービスの乗換えに

かかる手間･費用・時間・心理的抵抗等のコストのことと定義している。な

お、同基本方針において、電気通信サービスはネットワーク効果が大きく、

新規顧客の囲い込み競争を刺激する側面があるが、スイッチングコストの存

在が他のサービスや他事業者への乗換えを困難とする競争制限的な側面も

存在すると指摘している。 
3 汎用的に通話やデータ通信を行うための端末（現時点においては、いわゆ

るフィーチャーフォン、スマートフォン、タブレット、モバイルルーター及

びＵＳＢモデムが該当する。）以外の端末、技術的にＳＩＭロック解除が困

難な端末及び特定の事業者の通信方式・周波数のみに対応している端末等を

想定している。 
4 事業者が無料でロック解除可能な代替手続を設けているにもかかわらず、

利用者の選択により店舗等での解除を行う場合には、事務手数料を請求する

ことを妨げるものではない。また、既に自社の役務契約を解約した利用者に

ついて、店舗での解除を行う場合には、事務手数料を請求することを妨げる

ものではない。 
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3 役務の継続利用を条件として事業者が端末の購入代金の割引を行う場合を

除く。 
4 電気通信回線設備を設置して携帯電話の電気通信役務を提供する電気通信

事業者は、代金債務の履行がなされていない端末について、ネットワーク側

で利用を制限する措置を行っており、当該措置により、仮想移動電気通信サ

ービスにおける当該端末の利用も制限していることから、当該措置に加えて

当該仮想移動電気通信サービスにおける端末の利用を制限するＳＩＭロッ

クを設定することは、過度な措置である。 

5 「ICT サービス安心・安全研究会報告書（案）」において導入の方針が示さ

れた初期契約解除ルールが将来的に導入された場合の、同ルールにより通信

サービスの契約を解約した利用者への対応については、事業者の体制整備の

状況も踏まえ、別途整理する。 

  

 

Ⅱ スマートフォンの端末購入補助の適正化に関するガイドライン 

 

 

スマートフォンの端末購入補助の適正化に関するガイドライン 

１ 趣旨 

近年、携帯電話事業者が販売する端末が共通化するとともに特にスマー

トフォンの価格が高額となり、携帯電話番号ポータビリティ（以下 このⅡ

において 「ＭＮＰ」という。）等により端末を購入する利用者のための電

気通信役務の料金又は端末購入代金の高額な割引等が行われている。 

スマートフォンと通信契約の販売とが一体的に行われ、様々な割引等が

提供される結果、利用者にとっては端末価格や通信料金の負担について正

確に理解することが困難になっている。 

高額な割引等は、通信料金の高止まりの原因となるとの指摘があるとと

もに、端末購入を条件とした割引等を受けない利用者との公平性の観点や

ＭＶＮＯ（電波の割当てを受けた事業者から無線ネットワークを借りてサ

ービスを提供する事業者をいう。）の新規参入・成長を阻害する点からも問

１ 趣旨 

近年、携帯電話事業者が販売する端末が共通化するとともに特にスマー

トフォンの価格が高額となり、携帯電話番号ポータビリティ（以下「ＭＮ

Ｐ」という。）等により端末を購入する利用者のための電気通信役務の料金

又は端末購入代金の高額な割引等が行われている。 

スマートフォンと通信契約の販売とが一体的に行われ、様々な割引等が

提供される結果、利用者にとっては端末価格や通信料金の負担について正

確に理解することが困難になっている。 

高額な割引等は、通信料金の高止まりの原因となるとの指摘があるとと

もに、端末購入を条件とした割引等を受けない利用者との公平性の観点や

ＭＶＮＯ（電波の割当てを受けた事業者から無線ネットワークを借りてサ

ービスを提供する事業者をいう。）の新規参入・成長を阻害する点からも問
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題があると考えられる。 

このため、携帯電話事業者は、スマートフォンについて、ライトユーザ

や割引等を受けない長期利用者等の多様なニーズに対応した料金プランの

導入等により、利用者の料金負担の軽減を図るとともに、スマートフォン

の端末購入補助の適正化に関するガイドライン（以下このⅡにおいて「本

ガイドライン」という。）に沿って、端末購入を条件とした割引等の適正化

に取り組むことが求められる。 

 

題があると考えられる。 

このため、携帯電話事業者は、スマートフォンについて、ライトユーザ

や割引等を受けない長期利用者等の多様なニーズに対応した料金プランの

導入等により、利用者の料金負担の軽減を図るとともに、本ガイドライン

に沿って、端末購入を条件とした割引等の適正化に取り組むことが求めら

れる。 

２ 用語の定義 

本ガイドラインにおいて使用する用語は、電気通信事業法（昭和 59年法

律第 86 号）、電気通信事業法施行規則（昭和 60 年郵政省令第 25 号）及び

電気通信事業報告規則（昭和 63 年郵政省令第 46 号）において使用する用

語の例によるほか、以下のとおりとする。 

(1) 事業者 

電気通信回線設備を設置して携帯電話の電気通信役務を提供する電気

通信事業者をいう。 

(2) スマートフォン 

タッチスクリーン（映像面を有する入出力装置であり、当該映像面に

利用者が触れることで入力するものをいう。）を有する移動端末設備であ

って、電気通信番号規則（平成９年郵政省令第 82号）第９条第１項第３

号に規定する電気通信番号を用いた音声伝送役務による通話及び三・九

－四世代携帯電話アクセスサービスによるインターネットの利用を可能

とする機能を有するものをいう。 

(3) 端末購入補助 

スマートフォンの購入を条件として 1事業者が利用者に対して提供す

る携帯電話の電気通信役務の料金又はスマートフォンの購入代金の割

引 2（当該電気通信役務と併せて提供される役務の料金や物品の購入代金

の割引を含む。）及び金銭その他の物品又は役務の代価とすることができ

２ 用語の定義 

本ガイドラインにおいて使用する用語は、電気通信事業法（昭和 59年法

律第 86 号）、電気通信事業法施行規則（昭和 60 年郵政省令第 25 号）及び

電気通信事業報告規則（昭和 63 年郵政省令第 46 号）において使用する用

語の例によるほか、以下のとおりとする。 

(1) 事業者 

電気通信回線設備を設置して携帯電話の電気通信役務を提供する電気

通信事業者をいう。 

(2) スマートフォン 

タッチスクリーン（映像面を有する入出力装置であり、当該映像面に

利用者が触れることで入力するものをいう。）を有する移動端末設備であ

って、電気通信番号規則（平成９年郵政省令第 82号）第９条第１項第３

号に規定する電気通信番号を用いた音声伝送役務による通話及び三・九

－四世代携帯電話アクセスサービスによるインターネットの利用を可能

とする機能を有するものをいう。 

(3) 端末購入補助 

スマートフォンの購入を条件として 1事業者が利用者に対して提供す

る携帯電話の電気通信役務の料金又はスマートフォンの購入代金の割

引 2（当該電気通信役務と併せて提供される役務の料金や物品の購入代金

の割引を含む。）及び金銭その他の物品又は役務の代価とすることができ
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る経済上の利益 3並びに販売店によるスマートフォンの販売に応じて事

業者が販売店に対して支払う金銭 4をいう 5。 

 

る経済上の利益 3並びに販売店によるスマートフォンの販売に応じて事

業者が販売店に対して支払う金銭をいう 4。 

３ 端末購入補助の適正化に関する基本的な考え方 

事業者は、スマートフォンを購入する利用者には、端末を購入しない利

用者との間で著しい不公平を生じないよう、端末の調達費用 及び関連下取

り等価格 6に照らし、合理的な額の負担 7を求めることが適当である。 

このため、事業者は、契約種別（ＭＮＰ、新規契約又は機種変更等の別

をいう。）や端末機種によって著しく異なる端末購入補助 8の是正等により、

利用者の負担が合理的な額となるよう端末購入補助を縮小するものとす

る 9。 

ただし、事業者は、端末の販売状況等を踏まえて在庫の端末の円滑な販

売を図ることが必要な場合 10、携帯電話の通信方式の変更 11若しくは周波

数帯の移行を伴う場合又は廉価端末 12の場合には、スマートフォンの価格 13

に相当するような行き過ぎた額とならない範囲で、端末購入補助を行うこ

とができる 14。 

 

３ 端末購入補助の適正化に関する基本的な考え方 

事業者は、スマートフォンを購入する利用者には、端末を購入しない利

用者との間で著しい不公平を生じないよう、端末の調達費用 に応じ、合理

的な額の負担を求めることが適当である。 

このため、事業者は、契約種別（ＭＮＰ、新規契約又は機種変更等の別

をいう。）や端末機種によって著しく異なる端末購入補助 5の是正等により、

利用者の負担が合理的な額となるよう端末購入補助を縮小するものとす

る 6。 

ただし、事業者は、端末の販売状況等を踏まえて在庫の端末の円滑な販

売を図ることが必要な場合 7、携帯電話の通信方式の変更若しくは周波数帯

の移行を伴う場合又は廉価端末 8の場合には、スマートフォンの価格 9に相

当するような行き過ぎた額とならない範囲で、端末購入補助を行うことが

できる。 

４ 総務省によるフォローアップ等 

(1) 総務省は、事業者から端末購入補助の適正化の取組状況について定期

的に報告を求め、各事業者の取組の進捗について、フォローアップを行

う。また、外部からの情報提供窓口の設置や店頭等における端末販売の

実態調査の実施を通じて、上記の基本的な考え方に沿った端末購入補助

の適正化が行われているかについて随時検証を行うものとする。 

(2) 総務省は、(1)の取組による結果を踏まえ、必要があると認めるときは、

事業者に対して具体的な報告を求めるとともに、正当な理由なく本ガイ

ドラインに沿った取組が適正に行われず、利用者間の著しい不公平を維

持・拡大するなど電気通信の健全な発達に支障が生ずるおそれがあると

きには、電気通信事業法第 29条に基づく業務改善命令の発動を検討する

４ 総務省によるフォローアップ等 

(1) 総務省は、事業者から端末購入補助の適正化の取組状況について定期

的に報告を求め、各事業者の取組の進捗について、フォローアップを行

う。また、外部からの情報提供窓口の設置や店頭等における端末販売の

実態調査の実施を通じて、上記の基本的な考え方に沿った端末購入補助

の適正化が行われているかについて随時検証を行うものとする。 

(2) 総務省は、(1)の取組による結果を踏まえ、必要があると認めるときは、

事業者に対して具体的な報告を求めるとともに、正当な理由なく本ガイ

ドラインに沿った取組が適正に行われず、利用者間の著しい不公平を維

持・拡大するなど電気通信の健全な発達に支障が生ずるおそれがあると

きには、電気通信事業法第 29条に基づく業務改善命令の発動を検討する
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ものとする。 

 

ものとする。 

５ 本ガイドラインの適用等 

(1) 本ガイドラインは、平成 29 年２月１日 から適用する。ただし、３の

関連下取り等価格に関する規定（脚注６及び脚注７を含む。）は、平成

29年６月１日以降新たに発売されるスマートフォンについて適用する。 

 

 

(2) スマートフォンの端末購入補助の適正化に関するガイドライン（平成

28年３月 25 日策定）は、平成 29年１月 31日限り廃止する。 

(3) 総務省は、本ガイドラインの適用後の端末購入補助の是正の状況や端

末の流通への影響等も踏まえ、必要に応じ本ガイドラインを見直すもの

とする。 

(4) 総務省は、ＭＶＮＯが不適正な端末購入補助を行い、利用者間の著し

い不公平や他のＭＶＮＯの新規参入・成長の阻害を招くおそれがないか

を注視し、必要に応じ本ガイドラインの適用範囲について検討するもの

とする。 

(5) 電気通信事業報告規則 様式第 23 の４の用語の解釈については、本ガ

イドラインの 脚注１から 脚注３まで 及び脚注５の例による。この場合

において、「スマートフォン」とあるのは、「移動端末設備」と読み替え

るものとする。 

 

５ 本ガイドラインの適用等 

(1) 本ガイドラインは、平成 28年４月１日 から適用する。 

なお、事業者が平成 28 年１月 31 日までに公表している、事業者が利

用者に対して提供する端末購入補助であって一定の年齢以上又は以下の

いずれかを条件とするものについては、同年５月 31日までの間、適用し

ない。 

 

 

(2) 総務省は、本ガイドラインの適用後の端末購入補助の是正の状況や端

末の流通への影響等も踏まえ、必要に応じ本ガイドラインを見直すもの

とする。 

 

 

 

 

(3) 電気通信事業報告規則 様式第 23 の３の用語の解釈については、脚注

１から４までの例による。この場合において、「スマートフォン」とある

のは、「移動端末設備」と読み替えるものとする。 

―――――――――――――――――――― 
1 端末の購入を条件としない場合であっても、ＭＮＰによる通信契約の締結

を条件とする場合（端末の購入を伴わないＳＩＭのみの通信契約の締結を条

件とする場合を除く。）については、スマートフォンの購入を条件とするも

のとみなす。 
2 スマートフォンの購入を条件とした月々の利用可能データ通信量の増量に

―――――――――――――――――――― 
1 端末の購入を条件としない場合であっても、ＭＮＰによる通信契約の締結

を条件とする場合（端末の購入を伴わないＳＩＭのみの通信契約の締結を条

件とする場合を除く。）については、スマートフォンの購入を条件とするも

のとみなす。 
2 スマートフォンの購入を条件とした月々の利用可能データ通信量の増量に



13 

ついては、データ通信量の増量を受けた後のデータ通信量を利用する場合に

要する最も低廉な料金額との差額を、端末購入補助に含むものとする。 
3 スマートフォンの購入を条件として、事業者が利用者に対して提供する、

キャッシュバックなどの金銭のほか、商品券、ポイント等、利用者が自らの

選択により物品又は役務の代価として用いることができる経済上の利益が

対象となる。事業者が提供するノベルティ等の物品の提供は含まれない。 
4 スマートフォンの販売に応じて支払うものでなくても、ＭＮＰによる通信

契約の締結に応じて支払うもの（端末の購入を伴わないＳＩＭのみの通信契

約の締結に応じて支払うものを除く。）であって、次に該当するものについ

ては、スマートフォンの販売に応じて支払うものとみなす。 

① 連続する１月未満の期間に限定して増額するもの。 

② 終期を定めずに増額するものであって、１月未満の期間で終了又は変更

できることとなっているもの。 
5 以下については、含まないものとする。 

① 端末の引取りを条件としたスマートフォンの購入代金の割引等（当該引

取りに係る端末の中古市場における一般的な買取価格を著しく超える場

合は、当該一般的な買取価格を超える部分を除く。） 

② 一定の年齢以上又は以下のいずれかを条件として、期限の定めがなく継

続的に提供される割引等 
6 当該端末の販売開始のおおむね２年前に販売が開始された同一製造事業者

の先行同型機種について事業者が設定する下取りその他の買取りの価格を

いう。 
7 スマートフォンを購入する利用者に求める負担が関連下取り等価格を下回

る場合は、合理的な額の負担とはいえない。 
8 ＭＮＰにより端末を購入する場合の端末購入補助について、他事業者にお

いて機種変更する場合の補助と比較して、事業者の乗換えに伴って発生する

スイッチングコスト（解除料、転出手数料及び新規契約事務手数料）相当額

の補助の上乗せを行うことはあり得ると考えられる。この点を踏まえて、ス

ついては、データ通信量の増量を受けた後のデータ通信量を利用する場合に

要する最も低廉な料金額との差額を、端末購入補助に含むものとする。 
3 スマートフォンの購入を条件として、事業者が利用者に対して提供する、

キャッシュバックなどの金銭のほか、商品券、ポイント等、利用者が自らの

選択により物品又は役務の代価として用いることができる経済上の利益が対

象となる。事業者が提供するノベルティ等の物品の提供は含まれない。 

 

 

 

 

 

 

 
4 以下については、含まないものとする。 

① 端末の引取りを条件としたスマートフォンの購入代金の割引等（当該引

取りに係る端末の中古市場における一般的な買取価格を著しく超える場

合は、当該一般的な買取価格を超える部分を除く。） 

② 一定の年齢以上又は以下のいずれかを条件として、期限の定めがなく継

続的に提供される割引等 

 

 

 

 

 
5 ＭＮＰにより端末を購入する場合の端末購入補助について、他事業者にお

いて機種変更する場合の補助と比較して、事業者の乗換えに伴って発生する

スイッチングコスト（解除料、転出手数料及び新規契約事務手数料）相当額

の補助の上乗せを行うことはあり得ると考えられる。この点を踏まえて、ス
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マートフォンの購入に係る利用者の負担を全般的に合理的なものにするた

めに、機種変更に係る端末購入補助の水準についても速やかに是正する必要

がある。 
9 このほか、電気通信役務の料金プランにかかわらず一定となっている端末

購入補助を見直すことも考えられる。 
10 店頭における端末の販売状況から値引き等を行わなければ在庫の端末の解

消が見込めず、追加の調達を行う予定もない場合等が該当する。総務省は、

事業者に対し、対象とする端末の機種及びその理由について説明を求めるも

のとする。 
11 事業者の変更を伴う場合を含む。 
12 事業者が直接利用者に販売する場合における小売価格又は事業者が販売店

に 卸売 する場合における卸売価格が税抜 30,000円以下の端末とする。ただ

し、当該小売価格又は卸売価格が調達費用を下回る場合には該当しない。 

 
13 事業者が直接利用者に販売する場合においては小売価格、事業者が販売店

に 卸売 する場合においては卸売価格をいう。 
14 本ガイドラインの脚注 11 の場合においては、事業者が、変更前の事業者

の契約における電気通信番号に係る通信方式が異なるものであることを確

認できる請求書等の書面又は電磁的記録の表示を確認し、当該書面又は電磁

的記録の表示を記録又は保存する場合に限る。また、事業者の乗換えに伴っ

て発生する期間拘束契約に係る解除料及び転出手数料の相当額（実費によら

ない場合は、通常発生すると見込まれる額の平均を勘案し、税抜 10,000 円

を上限とする。）の補助であることを明確にして事業者が利用者に対して提

供する、携帯電話の電気通信役務の料金又はスマートフォンの購入代金の割

引及び金銭その他の物品又は役務の代価とすることができる経済上の利益

については、端末購入補助に含まないものとする。 

マートフォンの購入に係る利用者の負担を全般的に合理的なものにするた

めに、機種変更に係る端末購入補助の水準についても速やかに是正する必要

がある。 
6 このほか、電気通信役務の料金プランにかかわらず一定となっている端末

購入補助を見直すことも考えられる。 
7 店頭における端末の販売状況から値引き等を行わなければ在庫の端末の解

消が見込めず、追加の調達を行う予定もない場合等が該当する。総務省は、

事業者に対し、対象とする端末の機種及びその理由について説明を求めるも

のとする。 

 
8 事業者が直接利用者に販売する場合における小売価格又は事業者が販売店

に 卸し売り する場合における卸売価格が税抜 30,000 円以下の端末とする。

ただし、当該小売価格又は卸売価格が調達費用を下回る場合には該当しな

い。 
9 事業者が直接利用者に販売する場合においては小売価格、事業者が販売店

に 卸し売り する場合においては卸売価格をいう。 

  

 


